
代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

16 0 1 16 0 1 15

1 0 1 1 0 1 0

15 0 0 15 0 0 15

7 1 2 7 1 2 4

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

0 550 1,403 0 0 0

42,340 43,366 45,254 0 0 0

0 0 0 5,667 5,989 6,066

令和6年度 令和7年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 28,188 38,920 補助金

② 13,613 13,015 補助金

③ 3,453 3,453 補助金

④ 2,800 委託料

　前年度に引き続き、効率的
運営を図った。

農業委員会等に関する法律第43条に基づく業務（①農業委員会相互の連絡調整、農地等の利用の最適化の推進の取組優良事例の横展開、農業委員等に対す
る講習及び研修その他の農業委員会に対する支援、②農地に関する情報の収集、整理及び提供、③新規参入者への関係農業委員会の紹介その他の新規参入
に関する事項、④法人化の支援その他農業経営の合理化のための支援、⑤認定農業者その他の農業の担い手の組織化及びこれらの者の組織の運営の支援、
⑥農業一般に関する調査及び情報の提供、⑦多様な担い手が共存、協働する持続可能な農業農村づくりの支援、⑧農地転用許可に係る農業委員会への意見
提出)

0

国において農業委員会改革
が進められた結果、農業委
員会等に関する法律の一部
改正が行われた。

常　勤

　引き続き、一般社団法
人としての円滑な事業の
実施に努める。

　前年度に引き続き、一般社
団法人としての円滑な事業
の実施に努めた。

　前年度に引き続き、一般社団法人と
しての円滑な事業の実施に努めた。

　宮崎市恒久１丁目７番地１４所在地

令和7年度

ホームページ

　引き続き、 事務の効率
化と経費節減に積極的に
取り組む。

　引き続き、 人員体制の
見直しを検討する。

改
革
工
程

   農地法に基づく事務に必
要な人件費及び広域的な農
地利用の調整等に要する経
費が必要である。

④情報公開推進

人的支援見
直し

   一般社団法人への移行を踏まえた
組織改正を進めるとともに、農地・組
織対策推進のため、県及び市町村農
業委員会、中間管理機構等との更な
る連携を図る必要がある。

https://www.miyazaki-nk.net/

農政水産部
担い手農地対策課

－

　農業委員会の事務の効率的かつ効果的な実施及び農業生産力の増進並びに農業経営の合理化を図り、農業の健
全な発展に寄与する。

令和6年度

　前年度に引き続き、効率的運営を
図った。

県所管部・課

県交付金・負担金・
出資金

農業委員及び事務局職員の研修会、巡回指導、調査等を行う。

　前年度に引き続き、既存の事業経費
や管理経費の見直しと予算確保に努
めた。

　 ホームページによる情報発信を強化するため、組
織概要や事業内容を改修するとともに、インターネッ
ト広告の活用や会報誌「みやざき農業会議だより」を
年２回発行し、農業委員会ネットワーク機構としての
積極的な情報発信を行った。

職員数

③
県
と
公
社
等
の

関
係
見
直
し

財政支出見
直し

　 ホームページによる情報発信を強化するため、
組織概要や事業内容を改修するとともに、イン
ターネット広告の活用や会報誌「みやざき農業会
議だより」を年３回発行し、農業委員会ネットワー
ク機構としての積極的な情報発信を行った。

　法改正に伴い増大した法令事務等に
対応するため、体制の見直しを検討し
た。

主
な
県
財
政
支
出
の
内
容

事業名 事業内容

雇用体制強化支援事業

農業委員会の組織運営活動の一部を交付

農地利用集積推進対策事業

　 引き続き、ホームページの活用
や広報誌「みやざき農業会議だよ
り」の発行等により、農業委員会
ネットワーク機構としての積極的な
情報発信を行う。

左記以外の者

県
関
与
の
状
況

　引き続き、体制の見直し
を行う。
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非常勤

4

　法改正に伴い増大した法
令事務等に対応するため、
体制の見直しを検討した。

（人）

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

農業委員会負担金等
 (県農業委員会ネットワーク機構負担金)

機構集積支援事業

令和5年度

　引き続き、既存の事業
経費や管理経費の見直し
と予算確保に努める。

法人等における雇用確保体制や就業に関する調査を行うとと
もに、経営に関する相談対応等を実施。

　前年度に引き続き、 人員
体制の見直しを検討した。

   ホームページや広報によ
り情報を公開する。

概
　
　
　
要

電話番号

会長　福井　 利

0総出資額

設立目的

名　称

昭和29年9月1日

一般社団法人宮崎県農業会議

設立年月日

県借入金残高

財務改善

②
公
社
等
の
経
営
見
直
し

   財政規模は小さく長期的な借
入金はないが、更なる事務の効
率化等により財政基盤の安定
化を図る必要がある。

人
的
支
援

　前年度に引き続き、既存の
事業経費や管理経費の見直
しと予算確保に努めた。

県委託料

役員数　

組織等適正
化

　０９８５－７３－９２１１

　前年度に引き続き、 人員体制の見直
しを検討した。

　事務の効率化や経費節減に積極的に取
り組み、単年度収支の黒字化を図るととも
に退職給付引当金の必要額を確保した。

県派遣職員の見直し

経営・事業
運営改善

　 農業委員会の連絡調整を含
む法定業務と、農地流動化や
担い手育成に関する業務等の
効率的運営を図る必要がある。

内容

①公社等のあり方
見直し

特記事項

　事務の効率化や経費節減に
積極的に取り組み、単年度収支
の黒字化を図るとともに退職給
付引当金の必要額を確保した。

農地中間管理機構が機能するために、同機構と連携・協力関係にある農業
委員会等が効果的・効率的な業務ができるよう支援する。

その他の県からの支援等

県補助金

種別

県職員人件費
（県支給分）

財
政
支
出
等

（対象期間：令和6年4月1日～令和7年3月31日）
公社等経営評価シート令和7年度

（千円）

0

令和6年度

15

令和7年度

（千円）

　引き続き、効率的運営を
図る。



令和7年度 令和8年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 12.0 100.0% 12.0 12.0

② 26.0 100.0% 26.0 26.0

③ 36.0 80.0% 35.0 35.0

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

75,648 75,043 78,420 18,249 14,086 16,730

75,480 74,870 77,562 13,750 9,658 11,367

168 173 858 4,499 4,428 5,363

0 0 0 16,401 12,137 13,988

0 0 0 8,748 2,184 2,131

0 0 0 7,653 9,953 11,857

168 173 858 1,847 1,949 2,742

1,543 1,711 1,884 136 65 0

1,711 1,884 2,742 0 0 0

-71 -71 -65 136 65 0

207 136 65 1,711 1,884 2,742

136 65 0 0 0 0

1,847 1,949 2,742 0 0 0

令和7年度 令和8年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

13.3 115.0% 15.3 15.3

※ 令和6年度 実績値の算式

※ 令和6年度 実績値の算式

※ 令和6年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

　　経常収益

　農業委員会相互の連絡調整や農業委員会等への研修を実
施するなど、市町村農業委員会の支援を行う「農業委員会
ネットワーク機構」として農業委員会の適正な事務の実施
に貢献している。
　活動内容については、最適化活動の推進や地域計画時の
地図素案作成等、農業委員会の負担が増す中、移動農業会
議や研修等を通じて密に支援を行っていることは評価でき
る。
　財務内容については、県等からの補助金が主な財源であ
る中、事務の効率化や経費削減に取り組んでいる。今後、
人件費や退職給付費用等の管理費の増加が見込まれるた
め、財務基盤の強化を図る必要がある。

目　標
達成度

評価 (Ａ.良好､Ｂほぼ

良好､Ｃやや課題あり、Ｄ
課題多い)

③

（うち特定資産への充当額）

　流動資産

県所管部課
二次評価

　目標値は、実績値を上回ることが良い指標となる数値としている（目標値÷実績値×100＝達成度(%)）

　当期経常増減額

指標名

指標の設定に関する
留意事項

負債　　経常外収益

管理費比率
財
務
指
標

正味財産期末残高

　　経常外費用

管理費÷経常費用×100（％）

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

①

目標値

（うち基本財産への充当額）

評価 (Ａ.良好､Ｂほ

ぼ良好､Ｃやや課題あり、
Ｄ課題多い)

算式（単位）

　当期指定正味財産増減額

　流動負債

指定正味財産期末残高

　固定資産

　令和５年度から、農業会議の能動的な支援状況を示す上記３項目に活動指標を変更したが、③はベースアップや賃上げなど、近年の社
会情勢の変化により、農業分野での人材確保が困難な状況となっており、令和６年度の全国平均（３２名）も急激に落ち込んでいるた
め、令和７年度から目標値を４５名から３５名に変更したい。

雇用就農者支援者数 45.0

26.0

直近の県監査
の状況

指標の設定に関する
留意事項

活
動
指
標

財
務
状
況 　当期一般正味財産増減額

常設審議委員会の開催回数

　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　（千円）

一般正味財産期末残高

　　　　（10,281千円÷77,561千円)×100

【活動指標】 ①は30a超の農地転用案計について農業委員会ネットワーク機
構として意見を述べる場の回数、②は県内26市町村を巡回して意見交換をす
る場の回数、③は農業法人等の雇用就農者の技術や経営ノウハウの習得を支
援する雇用就農資金において、新たに採択となった経営体の雇用就農者数で
ある。この内、①と②は目標を達成したが、③は対象となる新規雇用就農者
の減により目標に達しなかった。
【財務指標】 ６年度決算では、事業費で見ることができないベースアップ
や昇給等が前年度よりも大きかったことから、日々の経費節減に努め、管理
費からの支出の見直しも行った結果、管理費比率は実績値が目標値を下回
り、目標を達成することができた。また、管理費で手当する退職給付費用に
ついても、年間必要額の退職給付相当額に達するなど、将来の退職給付に備
えた財源を確保した。
　しかしながら、今後のベースアップや人件費の自然増など、益々厳しい財
政状況が予想されるため、より一層の事務の効率化や経費節減を図るととも
に、会費及び補助金等の増額が必要である。

公社等
自己評価

指定正味財産期首残高

総
合
評
価

15.3

②

　令和４年12月８日実施。概ね適正に執行されていると認められた。

　当期経常外増減額

一般正味財産期首残高

移動農業会議の実施回数

12.0

算式（単位）

資産

　指定正味財産

正味財産

目標値

①県農業委員会ネットワーク機構に関する業務、②機構集積支援事業、③農地利用集積推進対策事業、④農業経営者サポート事
業、⑤企業の農業参入に向けた農地情報の収集及び調査等業務、⑥農業者年金業務指導等事業、⑦雇用就農資金事業、⑧情報提
供推進事業

　　経常費用

令和6年度

（うち特定資産への充当額）

　固定負債

　　　　　　　　  貸借対照表　　  　　　　（千円）

（うち基本財産への充当額）

　一般正味財産

令和6年度
指標名

実
施
事
業

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


